
「滋賀県産業振興戦略プラン～わが県の産業振興の基本方向と重点戦略～（原案）」の概要

第３章 戦略
１．新戦略策定の背景・趣旨

第１章 産業振興戦略プラン策定の趣旨

１．産業振興戦略プラン策定の背景・趣旨

２．産業振興戦略プランの性格

３．計画期間

４．本県産業の現状および経済・社会情勢の変化

５．本県産業の目指すべき将来の姿

「滋賀県産業振興新指針（平成２２年度まで）」により推進してきたこれまでの取組
成果や課題を踏まえつつ、”選択と集中”の考えのもと、「自律性」、「協働」、「共生」
の視点を大切にするとともに、従来の枠組みにとらわれない様々な「連携」の推進を
強化していこうとするもの。

（１）本県において取り組むべき産業振興施策を総合的に推進する。
（２）滋賀県基本構想をはじめ、関連の各種計画との整合性を図る。
（３）国の産業振興政策を考慮し、本県の実情を踏まえた内容とする。
（４）県・民間企業・各種団体などを含めた各主体が取組を進める共通のプランとする。

平成２３年度から平成２６年度まで（４年間）

（１）本県産業の現状
（２）本県を取り巻く経済・社会情勢の変化

滋賀県基本構想に掲げる本県産業の目指すべき長期的な姿（２０３０年頃）を
見据えるとともに、中期的な姿（おおむね１０年後）についても想定する。

（１）環境領域
琵琶湖を有する本県で培われてきた環境への取組
を活かし、技術革新を推し進めることにより、国際的な
潮流も視野に入れながら、環境領域での滋賀らしい
持続可能な産業振興を目指す。

①新エネルギー・省エネルギー分野
②水環境ビジネス分野

（２）医療・健康領域
少子高齢化の流れが進む中、高齢者などが元気に
活躍し、人生や生活の質（Quality of Life）の維持に資
するよう、医療ニーズや健康増進ニーズに応える技術
の研究開発やサービスの発展・向上により医療・健康
領域における産業振興を目指す。

（３）モノづくり基盤技術領域
これまでモノづくり県として築いてきた県内製造業の
競争力の更なる強化を図るため、県下で育まれた技
術や技能を継承・発展させながら、付加価値の高いモ
ノづくり基盤技術の振興を目指す。

①モノづくり現場力の向上
②モノづくり中小企業の販路拡大
③高付加価値型企業の立地

（４）にぎわい創出・観光領域
地域がそれぞれの特色を活かした中心市街地や商
店街の活性化に努めることにより、にぎわいを創出する
とともに、自然、歴史・文化など地域資源の魅力を活か
した観光を展開することにより、滋賀の魅力を国内外に
発信することを目指す。

①中心市街地の活性化によるにぎわいづくりの推進
②滋賀の魅力を満載した観光の展開

第２章 産業振興戦略プラン策定の視点

１．本県の特徴

２．目指すべき方向性

３．戦略を推進するに当たっての基本的な取組

（１）環境への取組
（２）モノづくり県としての歩み
（３）人口増加局面における少子高齢化の進行
（４）外需の影響を受けやすい産業構造
（５）滞在型観光客の少なさ
（６）滋賀で育まれた豊かな財産
（７）住みやすさ・教育研究環境・交通の便
（８）イメージが希薄

（１）今後さらに伸ばすべき分野
①環境
②医療・健康
③モノづくり基盤技術
④にぎわい創出・観光
（２）分野横断的に取り組むべき事項
①グローバル化
②人材育成
③連携の推進

行政、経済団体、中小企業支援機関等が相互に連携を図りながら、企業ニー
ズに対応した支援を行う。

第２章

第１章 第３章

第４章 戦略の目標および評価

１．戦略の目標

２．評価方法
ＰＤＣＡ（Plan-Do-Check-Action）サイクルに基づき、戦略ごとに設定し
た目標の進捗・達成状況について、毎年度、定量面または定性面から
自己評価もしくは第三者評価により検証を実施する。
検証の結果については、県民に公表するとともに、施策立案や事業
遂行の検討の材料とする。

戦略について、計画期間内に達成することを目指して目標を設定する。

第４章

◆各種情報提供

◆人材確保
◆組織化支援

◆経営相談

◆新規創業
◆ＩＴ化支援

◆金融支援

２．分野横断戦略１．戦略領域

（１）グローバル化対応戦略
新興国市場の拡大に伴い急速に進展する経済のグ
ローバル化に呼応し、本県産業の一層の振興に向け
た機会とするため、県内企業による国際取引や、海外
からの観光客や企業の誘致を促進するなどの展開を
図る。

①海外市場の開拓
②海外からの誘致
③滋賀の認知度向上

（２）人財育成戦略
本県産業の将来を担い、高度なモノづくり技術や
サービスを創造する「人財」を育成するため、学校や
職業訓練機関などの関係機関と連携を図りながら、望
ましい勤労観の醸成や職業教育を充実させるととも
に、多様でより効果的な教育を推進する。

①中小企業の人材育成に対する支援
②多様な就労ニーズに応じた人材養成
③学校との連携の推進
④高齢者の優れたノウハウの継承

（３）連携強化戦略
企業が競争力を強化していくために、ＮＰＯなどの
”民”も含めた産学官金民連携や地域間連携を推進
するとともに、従来の第一次産業、第二次産業、第三
次産業にとらわれず、業種の異なる事業者の有機的
な連携を促進する。また、県などの行政においても、
部局横断による効果的、連携した施策の展開を目指
す。

①産学官金民連携の推進
②地域間連携の推進
③産業分類にとらわれない企業間連携の推進

〔基本的な取組〕

資料２

◆下請取引・あっせん

◆経営革新（第二創業）
◆知的財産戦略

◆事業承継

（１）相談・情報提供

（２）経営サポート

（３）金融・財務サポート

「目指すべき方向性」のうち、「今後さらに伸ばすべき分野」に沿って４つの「戦略領域」を、また、「分野横断的に取り組むべ
き事項」に沿って３つの「分野横断戦略」を策定する。


